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令和７年３月４日 

 

公 益 社 団 法 人 福 岡 県 医 師 会 長 

公 益 社 団 法 人 福 岡 県 病 院 協 会 長 

一 般 社 団 法 人 福 岡 県 私 設 病 院 協 会 長 

一般社団法人福岡県精神科病院協会長 

公益社団法人全国自治体病院協議会福岡県支部長 

 福 岡 県 有 床 診 療 所 協 議 会 

 

 福 岡 県 保 健 医 療 介 護 部 長   

（医 療 指 導 課）    

（健康増進課こころの健康づくり推進室） 

 

令和６年度厚生労働省補正予算「病床数適正化支援事業」に係る事業計画 

（活用意向調査）の提出について 

 

本県の保健医療介護行政の推進にあたりましては、日頃から格別の御協力を賜り、厚く御礼申

し上げます。 

さて、先般、厚生労働省から「令和６年度医療施設等経営強化緊急支援事業の実施について」

（令和７年２月２１日付医政発0212第５号）が示されたところですが、この度、当該支援事業

のうち「病床数適正化支援事業」について、活用意向調査を実施するよう通知がありました。 

このことにつきまして、別紙のとおり意向調査をすることとし、県ホームページに掲載すると

ともに、対象医療機関に対して通知いたしました。 

つきましては、貴職におかれましても御了知いただきますようよろしくお願いします。 

また、本件に関する問合せ等があった場合には、下記の担当者を御案内いただきますようあわ

せてお願いします。 

記 

 

 １ 県ホームページ https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/byoushoukibo.html 

   県ホームページから〔健康・福祉・子育て→医療→医療提供体制→「令和６年度厚生労働省補正予算「病

床数適正化支援事業」に係る事業計画（活用意向調査）の提出について〕とお進みください。 

 

 ２ 通知先    県内の全病院および有床診療所 

     

 ３ 事務担当者 

病院、有床診療所の場合 ⇒ 医療指導課医療計画係（TEL：092-643-3328） 
 

精神科医療機関の場合 ⇒ 健康増進課こころの健康づくり推進室（TEL：092-643-3265） 

殿 



公印省略                               ６医指第２７５４号 

令和７年３月４日 

 

 関係医療機関の長 殿 

 

福岡県保健医療介護部医療指導課長 

福岡県保健医療介護部健康増進課こころの健康づくり推進室   

 

令和６年度厚生労働省補正予算「病床数適正化支援事業」に係る事業計画 

（活用意向調査）の提出について（依頼） 

 

本県の地域医療の確保にあたりましては、日頃から格別の御協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、先般、厚生労働省から「令和６年度医療施設等経営強化緊急支援事業の実施について」

（令和７年２月１２日付医政発0212第５号）が示されたところですが、この度、当該支援事業の

うち「病床数適正化支援事業」について、活用意向調査を実施するよう通知がありました。 

つきましては、期限が短い中で大変恐れ入りますが、本事業の活用を希望する医療機関におかれ

ましては、下記のとおり、事業計画を提出いただきますようお願いします。 

なお、本事業については、国の予算の範囲内で給付されるものであるため、事業計画を提出した

場合であっても、満額支給されない場合や、全額不支給となる場合があります。 

また、下記提出期限までに事業計画の提出がない場合には、支給対象外となりますので、御留意

ください。 

記 

 

 １ 提出方法 （事業の活用見込みがない場合は、提出不要です） 

  別添「病床数適正化支援事業 事業計画 様式」に必要事項を記載のうえ、以下の問い合せ先ま

で、メール又は郵送、FAXによりご提出ください。 
   
 ※ メールにて提出の際には、件名を【医療機関名】病床数適正化支援事業活用意向調査 とし

ていただきますようお願いします。 

 ※ 本通知の電子データについては、以下のページに掲載しております。 
 

【本通知電子データの掲載場所ＵＲＬ】 

     https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/byoushoukibo.html 

     県ホームページから〔健康・福祉・子育て→医療→医療提供体制→「令和６年度厚生労働省補正予算

「病床数適正化支援事業」に係る事業計画（活用意向調査）の提出について〕とお進みください。 
 
 
 ２ 提出期限 

 令和７年３月１４日（金）【必着】 

 
 
 ３ 問い合わせ先 

   病院 、有床診療所の場合  ⇒  医療指導課医療計画係 

（メール：iryoshido@pref.fukuoka.lg.jp  TEL：092-643-3328、FAX：092-643-3277） 
 

精神科医療機関の場合  ⇒  健康増進課こころの健康づくり推進室 

（メール：kokoro@pref.fukuoka.lg.jp  TEL：092-643-3265、FAX：092-643-3271） 
   
 
※ 郵送の場合の送付先：〒812-8577 福岡市博多区東公園７－７ 上記いずれかの担当部署宛 

短期間に多数の問い合わせが予想されますので、メールでのお問い合わせをお願いします。 
 

電子データ掲載場所QRコード 



 

 

【事業概要】 

 

（１）支給対象 

  ・病院または有床診療所 

 

（２）支給要件 

  ・令和６年１２月１７日（国令和６年度補正予算成立日）から令和７年９月末までに病床数（一

般病床、療養病床、精神病床）の削減を行うこと。 

  ・令和７年９月末時点で廃院をしていないこと。 

   （地域医療構想に基づく、再編統合によるものは除く） 
 
 
  ※ 以下の場合は、支給対象外となります。 

・病院、有床診療所から無床診療所になる場合の病床の削減 

  ・産科・小児科病床の削減 

  ・同一開設者による病床融通 

  ・事業譲渡による削減 

  ・病床種別の変更によるもの（病床数の減を伴わないもの） 

  ・特例病床により増床した病床の削減 

  ・既存病床の算定から除外される病床の削減 

 

（３）支給額 

  ・削減病床１床につき、4,104千円 
 
  ※ 別に病床機能再編支援交付金（地域医療介護総合確保基金）の支給がある場合は、差額の

みを支給 

 

（４）留意事項 

  ・以下に定める事項に該当する場合、支給を行った給付金全額の返還を求めます。 

・支給を受けた日から令和17年3月31日までの間に正当な理由なく病床を増加させた場合 

（知事において病床の増加が必要と認めた場合を除く）。 

  ・申請内容を偽り、その他不正の手段により給付金の支給を受けたと認める場合。 

 

 

（５）その他 

  ・本事業の詳細につきましては、別添の国資料（ポンチ絵、実施要項）をご参照ください。 

 

 



人口減少や医療機関の経営状況の急変に対応する緊急的な支援パッケージ
（医療需要等の変化を踏まえた医療機関に対する支援）

効率的な医療提供体制の確保を図るため、医療需要の急激な変化を受けて病床数の適正化を進める医療機関は、診療体制の変更等に
よる職員の雇用等の様々な課題に対して負担が生じるため、経営状況が厳しい医療機関に対して入院医療を継続してもらうことを目的
に支援を行う。

事業目的

患者減少等により経営状況の急変に直面している医療機関への支援

（概要） 医療需要の急激な変化を受けて病床数の適正化を進める医療機関を対象とした経費相当分の給付金を支給する。

（交付額） 病院（一般病床・療養病床・精神病床）・有床診：4,104千円／床

事業概要

厚生労働省 都道府県 医療機関

支給対象

（支給対象）（※1）
・予算成立日（令和６年12月17日）以降、令和７年９月末までに
病床数を削減

・令和７年９月末時点で、廃院をしていないこと（※2）
（※1）令和７年度への繰越しが認められた場合 調整中
（※2）地域医療構想に基づく再編統合は除く

（算定除外）
・産科・小児科病床の削減
・同一開設者による病床融通
・事業譲渡による削減
・病床種別の変更によるもの（病床数の減を伴わないもの）
・特例病床により増床した病床の削減
・既存病床の算定から除外される病床の削減

※提出のあった事業計画を踏まえて、予算の範囲内で国から都道府県に配分を行う

①事業計画提出

④交付申請提出
交付決定

②事業計画提出

③内示

⑤内示（支給決定通知）

⑥支給申請書提出
給付金支給⑦実績報告

交付額確定
１



医療機関から報告いただく事業計画の回答期限と回答項目

＜回答項目＞

留意事項報告事項報告事項

赤字の場合は「赤字額をマイナスで記載」、
黒字の場合は「－」

令和４年度決算において経常収支が赤字の場合

経営状況に関するもの

赤字の場合は「赤字額をマイナスで記載」、
黒字の場合は「－」

令和５年度決算において経常収支が赤字の場合

赤字の場合は「赤字額をマイナスで記載」、黒
字の場合は「－」

令和６年度決算見込において経常収支が赤字の場合

国・地方自治体から経営支援を目的とした他
の補助金等で措置されている（見込み）額

他の補助金等での収入額

単独支援給付金支給事業を活用した病床の場
合は「〇」

調整会議での合意の有無

地域医療構想に関するもの
所在の構想区域構想区域名

令和6年度病床機能報告のもの病床・外来管理番号

実施予定日を記載削減予定日（実施済含む）

病床に関するもの

病床別の削減前の許可病床数削減前の許可病床数

病床別の削減後の許可病床数削減後の許可病床数

削減する病床数のうち稼働病床数減少病床数（うち稼働病床数）

削減前の直近３月の状況を記載病床稼働率（医療機関全体の状況）

＜回答項目＞
・医療機関から都道府県の回答について、各都道府県より示される回答期日までに報告をいただくようお願いする。
・その回答期日について、都道府県毎に異なるものの、都道府県から厚生労働省への回答を令和７年３月18日（火）
までの報告をお願いしていることから、３月10日の週に都道府県宛に報告できるよう余裕をもって対応をお願いした
い。

※事業計画の提出がない場合は本事業の給付対象外となります。

２



4

事業計画の提出における主なＱ＆Ａ

回答質問

本事業は医療需要の急激な変化を受けて病床数の適正化を進める医療機関に対して
診療体制の変更等による職員の雇用等の様々な課題に対して負担が生じる中、入院
医療を継続してもらうために支援を行うもの。本事業の趣旨も踏まえ、予算の範囲
内で支給の調整を行う予定。

予算に限りがあるなかで、どのように配分が行われる予定
か。

１

地域医療介護総合確保基金と病床数適正化支援事業は併給可としている。また、病
床数適正化支援事業は予算額を超過した要望が見込まれ、計画額通り交付できない
可能性があるため、基金においては、取り下げをせずに活用いただきたい。

地域医療構想に係る医療機関の単独再編に際して、令和６
年度の基金を用いることとし、地域医療構想調整会議で協
議しているが、本補正事業があるため、基金の申請を全額
取り下げて、補正を活用するのは可能か。

２

介護医療院等の介護保険施設への転換のための減床は支給対象外とする。介護医療院または老健施設等への転換は対象となるか。３

令和７年９月末※調整中までに削減を行った病床が対象となる。ただし、その場合で
あっても都道府県が設定する提出日までに、都道府県へ事業計画の提出を行ってい
る必要がある。

病床の削減をいつまでに実施すれば対象になるか。４

有床診療所から無床診療所への変更は、入院医療を継続するものではないことから
支給対象外とする。

削減の結果、有床診療所から無床診療所となる場合は、対
象になるか。

５

令和７年９月末※調整中時点において廃院する医療機関は支給対象外とする。「廃院」に伴い削減する病床は支給対象になるか。６

回答質問

原則として、１床あたりの単価は引き下げずに交付いただく必要がある。要望額どおりに交付されなかった場合に１床あたりの単価
を引き下げて交付しても構わないか。

１

経営が赤字であって既に病床削減を行っている医療機関等においては、経営に支障
を来す恐れがあり緊急性を要します。そのため、そのような事情を配慮して、特に
当該医療機関に対しては最大限に速やかに給付金を給付し、早期執行をお願いした
い。
※病床削減とは医療法上における、病院（診療所・助産所）開設許可事項一部変

更届（病室の病床数の減少）を行うこと。

医療機関への給付金の支給については、対象期間である令
和７年９月末※調整中まで全ての病床削減を待った上で行う
のか。

２

【都道府県向け】

【医療機関向け】
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今後改正予定

「令和7年9月30日」
  に改正される見込み



今後改正の可能性あり

今後改正される見込み




